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第 12  警       察  

 

 群馬県警察の活動の根幹となる指針として、「安全・安心を誇れる群馬県の実現～県

民の期待と信頼に応える力強い警察～」を掲げ、次の６つの施策を重点目標とし、組織

を挙げて積極的な警察活動を推進した。 

 

１ 県民生活の安全を確保するための取組の推進 

 ○ 人身の安全を確保するための取組の推進 

 ○ 特殊詐欺を始めとする犯罪の防止対策の推進 

 ○ 子供・女性の安全対策及び少年に関する総合対策の推進 

 ○ 日常生活を脅かす風俗関係事犯、生活経済事犯及び環境事犯への対策の推進 

 

２ 迅速・的確な初動警察活動の推進 

 ○ 初動警察活動の強化 

 ○ 通信指令機能の強化 

 ○ 警察機動力を発揮した初動対応の徹底 

 

３ 犯罪の徹底検挙と犯罪組織の壊滅 

 ○ 組織犯罪対策の推進 

 ○ 外国人総合対策の推進 

 ○ 重要犯罪及び窃盗犯の徹底検挙 

 ○ 重要知能犯事件の検挙に向けた取組の強化 

 

４ 交通事故防止対策の推進 

 ○ 交通事故発生実態の分析 

 ○ 高齢者の交通事故防止対策の推進 

 ○ 自転車その他の小型モビリティ対策の推進 

 ○ 交通事故抑止に資する交通指導取締り 

 ○ 交通安全施設等の整備 

 

５ テロ、大規模災害等危機管理対策の推進 

 ○ テロに対する未然防止対策等の推進 

 ○ 大規模災害に備えた諸対策の推進 

 

６ サイバー空間の脅威に対する総合対策の推進 

 ○ サイバー事案に対処する人的・物的基盤の強化 

 ○ 実態把握と社会変化への適応力の強化 

 ○ 事実認知、捜査及び被害防止対策の各段階における部門間連携の推進 

 ○ 国際連携及び官民連携の推進 
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１ 警察管理費 

(１)公安委員会の活動                  決算額   6,720 千円 

 定例会議のほか、各種行事への出席、視察等の活動を積極的に行った。 

区    分 活 動 回 数 

公 安 委 員 会 定 例 会 議 38回 

定 例 会 議 以 外 の 活 動 59  

 

(２)警察情報システムの整備                決算額  714,449 千円 

 群馬県警察ＷＡＮシステムのネットワーク環境構築のための機器等の更新整備

や通信回線利用契約の更新により、回線の増速等を行い、日々多様化していく警察

業務の効率化を図った。 

 

(３)社会参加費の活用                  決算額   5,683 千円 

 職員が、地域社会活動等に参加し、直接、県民の声を聴いて、これを警察活動に

反映させるとともに、県民に警察活動に対する理解や協力を求めた。 

所 属 数 金  額 

警察本部6所属 警察署16署 5,683千円 

 

(４)運転免許試験の実施                  決算額  53,489 千円 

 安全で円滑な道路交通を確保するため、適正かつ厳正な運転免許試験（学科試

験、技能試験及び適性試験）を実施した。 

また、トラックやバスのＡＴ車の普及が進んでいる状況や職業ドライバー不足

等の近年の状況を踏まえた道路交通法施行規則の一部改正に伴い、技能試験用車両

にＡＴ中型車両等を導入したほか、技能試験コースの一部改修を実施した。 

区      分 受験者数 合格者数 合格率 

運 転 免 許 試 験 45,903人 32,862人 71.6% 

   ※仮免許を含む。  

 

(５)運転免許講習の実施                  決算額  742,574 千円 

 ① 運転免許各講習 

 運転免許取得時及び取得後の運転者に対する交通安全教育の充実を図るため、

運転者本人に対する講習に加え、直接、運転者教育を行う立場にある指定自動車教

習所副管理者、検定員、指導員及び安全運転管理者に対する講習を実施した。 

区      分 受講者数 事 業 費 

取得時講習 

更新時講習 

高齢者講習（認知機能検査・運転技能検査を含む。）

指定自動車教習所副管理者・検定員・指導員講習 

原動機付自転車講習 

   151人 

 226,581 

 159,367 

  663 

   855 

 

 

723,216千円 

 

 



 

- 343 - 

 

区      分 受講者数 事 業 費 

安全運転管理者講習   9,171人  

② 取消処分者講習 

 取消処分者講習は、運転免許の拒否、取消し等の処分を受けた者が再度運転免許

を取得する際に、受講が義務付けられているものである。 

 本講習では、受講者を小グループに分け、２日間にわたり運転適性検査や実車指

導等の個別指導を主体に行い、交通違反を繰り返した運転者や交通事故を起こし

た運転者に対する交通安全意識の高揚を図った。 

区      分 受講者数 

取 消 処 分 者 講 習 264人 

 ③ 停止処分者講習 

 停止処分者講習は、違反行為等を行った運転者の危険性を矯正するための改善

教育として行うものである。 

 本講習では、運転免許の効力の停止期間に応じて短期、中期及び長期に区分する

とともに、効果を高めるために、飲酒、速度、事故、一般等に区分した特別学級を

編成して実施し、実車指導や運転シミュレーターによる運転適性検査の結果に基

づく実践的な指導を行った。 

区      分 受講者数 事 業 費 備       考 

停 止 処 分 者 講 習 

 

 

2,087人 

 

 

15,912千円 

 

 

短期 1,538人 

中期  271  

長期  278  

 ④ 違反者講習 

 違反者講習は、危険性が相対的に低く、教育による改善が期待できる者を対象

に、行政処分を科することなく、自らの危険な運転行動を認識して、危険性を改善

するものである。 

 本講習では、受講者が社会参加活動コースか実車指導コースを選択するが、特

に、社会参加活動コースでは、受講者の良心に訴え、交通ルールを始め社会のルー

ルを守ることの大切さの自覚を促した。 

区      分 受講者数 事 業 費 備       考 

違  反  者  講  習 

 

591人 

 

3,446千円 

 

社会参加活動コース 426人 

実車指導コース   165 

 

(６)警察装備品の整備                   決算額  458,763 千円 

 ① 警察車両の整備等 

 事件・事故・災害発生時の迅速な対応、犯罪抑止活動等に欠くことのできない物

的基盤である警察車両（捜査用車、資材運搬車及び警ら用二輪車）を更新整備した。 

 また、警察自動車整備工場において迅速な点検整備・修理を行い、警察車両を効

率的に運用した。 

 ② 受傷事故防止に向けた装備資機材の重点整備 
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 銃器使用事案に迅速・的確に対応するとともに、職務執行の安全を確保するた

め、防弾チョッキ等の銃器対策用装備を重点整備した。 

区      分 事 業 費 備       考 

警察車両の更新整備 

 

 

24,169千円 

 

 

捜査用車(普乗)5台、捜査用車(普貨)2台 

資材運搬車兼捜査用車3台 

警ら用二輪車5台 

警察車両の維持整備 369,210 消耗品、燃料、修繕料等 

装 備 資 機 材 の 整 備 65,384 受傷事故防止(銃器対策用)装備品等 

計 458,763  

 

 (７)テロ・被災対策整備                 決算額  154,249 千円 

① 総合指揮室更新整備により、大規模災害等の緊急事態発生時において一元的な

指揮が執れるよう、有事に備えた対処体制を構築した。 

② 東日本大震災への対応から得られた教訓に基づき、ライフラインが途絶した場

合であっても、一定期間、警察業務を継続できるよう備蓄食糧を整備した。 

③ 県内で新型インフルエンザ等が発生した場合に備え、医療施設等の警戒、交通規

制等の警察活動を的確に行うため、感染症対策防護衣を整備した。 

区      分 事 業 費 備       考 

テ ロ ・ 被 災 対 策 149,802千円 総合指揮室更新整備等 

感 染 症 対 策 4,447   感染症対策防護衣等 

計 154,249      

 

(８)警察施設の整備                    決算額 1,891,074 千円 

   警察で管理する施設（警察署、交番・駐在所等）は、警察活動における最重要拠 

  点であることから、管理する施設の新築、改築及び修繕等を実施した。 

①   吾妻警察署新築整備 

吾妻警察署は県内 16 警察署の中で最も古い警察署であり、施設の老朽化により

警察施設として十分な機能を有していない状況であるため、新たな時代の変化に

対応できる警察署の新築整備を実施することとした。 

区      分 事 業 費 備       考 

警 察 署 新 築 整 備 41,197千円 用地造成工事、用地購入  

②   交番・駐在所新築整備 

交番・駐在所については、経年による劣化や狭隘化等の要因に加え、治安情勢の

変化等を勘案し、計画的に整備している。 

各施設整備においては、県民の利便性、機能性の向上に配意し、事務所内のバリ

アフリー化による高齢者や車いす利用者等に優しい施設とするとともに、地域に

おける治安維持活動の拠点としてふさわしい施設整備に努めている。 
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区      分 事 業 費 備       考 

交番・駐在所新築整備 76,758千円 前橋東警察署西片貝町（仮称）交番  

（新築工事・解体工事）  

 6,754 前橋東警察署前橋南交番  

（解体工事）  

76,527 高崎警察署新町交番  

（設計業務・新築工事）  

1,410 安中警察署磯部駐在所  

（設計業務）  

53,691 大泉警察署邑楽町（仮称）交番  

（新築工事・解体工事）  

計 215,140  

 

２ 警察活動費 

(１)１１０番通信指令システムの運用            決算額  337,487 千円 

 １１０番通信指令システムにより、事件事故等の発生直後に迅速・的確にパトカ

ーや警察官を現場等に急行させるなど県民生活の安全と治安の維持を図った。 

 

(２)地域に密着した交番・駐在所の活動           決算額  19,565 千円 

 県民の安全・安心を守るために、交番・駐在所勤務員による巡回連絡等の各種訪

問活動、職務質問等の各種犯罪抑止活動、交通指導取締り等の街頭活動等地域に密

着した警察活動を実施した。 

 

(３)広域・科学捜査（重要犯罪・重要窃盗犯検挙）      決算額  514,179 千円 

 県民生活に大きな脅威を与える重要犯罪及び重要窃盗犯の検挙に重点を置き、

迅速・的確な初動捜査により客観証拠の収集を図るとともに、各種捜査情報の分

析、ＤＮＡ型鑑定、各種捜査支援システムの有効活用等科学技術を駆使するなどし

て、組織の総合力を発揮した犯罪捜査を強力に推進した。 

① 刑法犯認知・検挙状況 

   令和７年中の認知件数は、前年と比べて 690 件増加した。 

 検挙件数は 779 件増加し、検挙率は前年と比べ 3.1 ポイント上昇した。 

  ・刑法犯認知・検挙状況（過去 10 年間の推移） 

区   分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

認知件数(件) 14,006 13,105 12,201 11,699 9,965 9,079 10,159 13,326 14,593 15,283 

検挙件数(件) 7,004 6,899 6,110 5,987 5,465 5,121 4,962 5,342 6,617 7,396 

検挙人員(人) 4,063 3,758 3,495 3,318 3,151 3,036 2,676 3,065 3,208 3,294 

検 挙 率(％) 50.0 52.6 50.1 51.2 54.8 56.4 48.8 40.1 45.3 48.4 

② 重要犯罪認知・検挙状況 

   令和７年中の重要犯罪の認知件数は、前年と比べ３件増加した。 
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 検挙件数は前年と比べ９件減少し、検挙率は 6.8 ポイント下降した。 

  ・重要犯罪認知・検挙状況（過去 10 年間の推移） 

区   分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

認知件数(件) 113 117 121 121 104 96 103 135 171 174 

検挙件数(件) 93 112 118 117 101 101 104 125 168 159 

検挙人員(人) 91 95 100 109 83 104 97 116 157 138 

検 挙 率(％) 82.3 95.7 97.5 96.7 97.1 105.2 101.0 92.6 98.2 91.4 

※重要犯罪とは、殺人、強盗、放火、不同意性交等、略取誘拐・人身売買及び不

同意わいせつをいう。 

③ 重要窃盗犯認知・検挙状況 

   令和７年中の重要窃盗犯の認知件数は、前年と比べ 127 件増加した。 

検挙件数は前年と比べ 128 件減少し、検挙率は前年と比べ 6.6 ポイント下降した。 

  ・重要窃盗犯認知・検挙状況（過去 10 年間の推移） 

区   分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

認知件数(件) 1,689 1,855 1,608 1,619 1,347 1,131 1,555 2,082 2,758 2,885 

検挙件数(件) 1,201 1,246 1,053 1,072 830 668 759 779 1,334 1,206 

検挙人員(人) 173 149 106 131 94 86 86 102 80 95 

検 挙 率(％) 71.1 67.2 65.5 66.2 61.6 59.1 48.8 37.4 48.4 41.8 

※重要窃盗犯とは、窃盗犯のうち、侵入盗、自動車盗、ひったくり及びすりをいう。 

 

(４)犯罪被害者等支援                   決算額   6,449 千円 

 ① 精神的被害の回復への支援 

 犯罪により大きな精神的被害を受けた犯罪被害者等に対しては、臨床心理士・公

認心理師資格を有する部内カウンセラーを積極的に活用してカウンセリングを実

施するとともに、部外の精神科医や民間のカウンセラーとの連携を図り、治療やカ

ウンセリング等を実施するなど、精神的被害を軽減するための支援を推進した。 

  ・部内カウンセラーによるカウンセリング実施状況（過去 10 年間の推移） 

区   分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

実施回数(回) 202 247 257 275 297 277 331 270 317 363 

   ※令和７年度行政報告から年度間で集計 

・精神科医や民間のカウンセラーによる治療等実施状況（過去 10 年間の推移） 

区   分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

実施回数(回) 21 37 54 26 14 62 166 164 201 206 

②   スーパーバイザー制度の運用 

  カウンセリング等の支援活動に従事する職員の代理受傷防止及び継続中の支援

活動に対する助言及び指導を受けるため、臨床心理学等に関する高度な知識及び

技術を有し、長期にわたって被害者支援に従事する相談員等への指導・助言経験

がある臨床心理士を部外の専門家としてスーパーバイザーに委嘱した。 
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③   広報啓発活動 

犯罪被害者等支援の重要性について、広く県民に理解を求めるため、「公益社団

法人被害者支援センターすてっぷぐんま」と連携し、あらゆる機会を活用した犯罪

被害者支援に関する広報啓発活動を推進した。 

  ・広報啓発活動の実施状況 

区      分 実施回数 

被害者遺族等又は警察職員による犯罪被害者支援に関する講演     78回 

テレビ・ラジオ・広報誌等の各種広報媒体を活用した啓発活動    246 

小・中・高校生等を対象とした「命の大切さを学ぶ教室」の開催     58 

 

(５)組織犯罪対策・来日外国人犯罪対策            決算額  39,175 千円 

暴力団組織は、警察による取締や近年の社会における暴力団排除の気運を受け、

組識実態及び活動実態を不透明化させ、依然として暴力団関係企業等を巧みに利

用しているほか、匿名・流動型犯罪グループを実質的に傘下に収め、各種不法行為

を敢行させている状況であるため、犯罪組織による犯罪等の予防検挙対策を強力

に推進した。 

①   暴力団構成員等検挙状況 

 令和７年中、暴力団構成員等に対する取締りを推進し、262 人（前年比＋32 人）

を検挙した。 

   主な検挙 

・指定暴力団稲川会系組長らによる建造物侵入事件 

・暴力団構成員等検挙状況（過去 10 年間の推移） 

区      分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

総 検 挙 人 員 （ 人 ） 438 400 364 350 351 293 236 233 230 262 

 

 

刑 法 犯 検 挙 人 員 279 288 233 244 230 193 154 169 158 190 

特別法犯検挙人員 159 112 131 106 121 100 82 64 72 72 

②   来日外国人犯罪検挙状況 

 近年、日本人を含めた総検挙人員に占める来日外国人の割合が高水準で推移し

ており、令和元年から５年連続で来日外国人比率が全国第１位、令和６年及び令和

７年は全国第２位と厳しい外国人犯罪情勢にある。 

   令和７年中、来日外国人犯罪の取締りを推進し、413 人(前年比－62 人)の来日

外国人を検挙している。 

主な検挙 

・インドネシア人グループによる強盗殺人等事件 

・ベトナム人グループによる広域連続窃盗（空き巣等）事件 
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・来日外国人犯罪検挙状況（過去 10 年間の推移） 

③   薬物事犯検挙状況 

令和７年中の薬物事犯の検挙人員は 279 人(前年比＋33 人)であり、薬物法令別

では、大麻事犯が最も多い 137 人（前年比＋25 人）と全体の 49.1％を占め、次い

で、覚醒剤事犯が 116 人(前年比＋２人)と全体の 41.6％を占めている。 

   主な検挙 

・麻薬及び向精神薬取締法違反（麻薬の営利目的輸入等）事件 

・覚醒剤取締法違反（営利目的輸入等）事件 

  ・薬物事犯検挙状況（過去 10 年間の推移） 

区      分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

検 挙 人 員 （ 人 ） 250 210 234 209 226 222 200 218 246 279 

 

 

 

 

覚 醒 剤 取 締 法 204 176 190 167 148 143 92 79 114 116 

大 麻 取 締 法 32 28 38 40 65 74 103 128 112 137 

麻薬及び向精神薬取締法 14 5 6 2 13 5 5 11 20 26 

あ へ ん 法  1         

④   銃器押収状況 

 令和７年中の拳銃押収丁数は７丁(前年比＋２丁)、暴力団構成員等からの押収

丁数は０丁(前年比±０丁)であった。 

 主な検挙  

  ・玩具と称した真正拳銃密輸入事件  

  ・銃器押収状況（過去 10 年間の推移） 

  区      分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

押 収 数 （ 丁 ） 1 11 3 3 8 8 6 6 5 7 

 う ち 暴 力 団 1 5 1 2 1  1 1   

⑤   特殊詐欺等匿名性の高い組織的知能犯罪対策 

特殊詐欺の令和７年中の認知件数は、151 件（前年比△４件）であり、親族等を

装い、親族が起こした事件・事故の示談金などを口実とし金銭等をだまし取る（脅

し取る）手口（オレオレ）が 79 件（前年比＋19 件）と増加傾向にある。 

  検挙件数は、78 件（前年比△66 件）で、検挙人員は、22 人（前年比△11 人）で

あった。また、特殊詐欺の取締りに加え、これらを助長する犯罪として、転売目的

区   分  H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

総検挙件数（件） 8,135 7,974 7,256 7,098 6,552 6,162 5,832 6,398 7,613 8,434 

 うち来日外国人（件） 413 583 596 680 795 624 728 927 1,845 1,875 

 来日外国人比率（％） 5.1 7.3 8.2 9.6 12.1 10.1 12.5 14.5 24.2 22.2 

 比率の全国順位（位） 3 4 2 1 1 2 1 1 1 1 

総検挙人員（人） 4,956 4,576 4,370 4,186 3,965 3,776 3,328 3,820 3,908 3,971 

 

 

うち来日外国人（人） 256 338 368 437 433 392 338 424 475 413 

来日外国人比率（％） 5.2 7.4 8.4 10.4 10.9 10.4 10.2 11.1 12.2 10.4 

 比率の全国順位（位） 4 3 2 1 1 1 1 1 2 2 
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の口座開設・携帯電話契約などに対する取締りを推進した。 

主な検挙  

・総合通信基盤局等を騙る特殊（オレオレ）詐欺事件 

・特殊詐欺の認知・検挙状況（過去 10 年間の推移） 

区      分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

認  知  件  数 （ 件 ） 222 253 237 263 185 217 217 164 155 151 

 

 

 

オ レ オ レ 103 139 147 141 42 63 80 54 60 79 

預 貯 金     46 21 31 20 22 12 

架 空 料 金 請 求 41 66 38 21 18 19 17 25 39 38 

還 付 金 61 45 15 2  6 17 17 18 5 

融 資 保 証 金 6 3 9 2 3 3 1 3 2 3 

金 融 商 品 10  2 1    4 3 1 

ギ ャ ン ブ ル 1    1      

交 際 あ っ せ ん         2 3 

そ の 他   1     2 1  

キャッシュカード詐欺盗   25 96 75 105 71 39 8 10 

検  挙  件  数 （ 件 ） 114 107 121 149 162 190 196 162 144 78 

 

 

 

オ レ オ レ 詐 欺 77 88 109 100 93 35 49 75 52 17 

預 貯 金     18 22 31 33 49 31 

架 空 料 金 請 求 25 16 6 8 3 1     

還 付 金        9 7 7 

融 資 保 証 金           

金 融 商 品 12 3 1        

ギ ャ ン ブ ル    1       

交 際 あ っ せ ん           

そ の 他           

キャッシュカード詐欺盗   5 40 48 132 115 45 36 23 

検  挙  人  員 （ 人 ） 47 48 56 48 58 50 36 38 33 22 

 

 

 

オ レ オ レ 詐 欺 38 40 48 37 16 14 16 21 15 12 

預 貯 金     29 17 12 7 10 4 

架 空 料 金 請 求 8 7 5 3  1     

還 付 金        1 1  

融 資 保 証 金           

金 融 商 品 1 1 2        

ギ ャ ン ブ ル    2       

交 際 あ っ せ ん           

そ の 他           

キャッシュカード詐欺盗   1 6 13 18 7 9 7 6 
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※キャッシュカード詐欺盗は平成 30 年から統計開始、預貯金詐欺は令和２年か

ら統計開始 

⑥  ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺  

ＳＮＳ等を通じて対面することなく、交信を重ねるなどして関係を深めて

信用させ、指定した預貯金口座への振り込み、その他の方法により金銭等を

だまし取るＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺は、令和５年下半期から被害が急増

し、極めて憂慮すべき状況であった。  

ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺の令和７年中の認知件数は 108 件（前年比△

４件）と前年から横ばい状態であり、検挙件数は 13 件（前年比＋12 件）で、

検挙人員は７人（前年比＋７人）であった。  

ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺は、令和７年度中は特殊詐欺とは別の類型の

詐 欺 と して 位 置 付 けて い たが 、 令 和 ８ 年 ４ 月か ら は 特 殊 詐 欺 の １ 類 型 とさ

れ、特殊詐欺対策と匿名・流動型犯罪グループ対策を一体的に実施し、かつ、

情報収集及び資金の流れに着目した捜査・分析を行うなど総合的な対策を推

進している。  

  ・県内のＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺被害状況  

区      分 R6 R7 

認  知  件  数 （ 件 ） 112 108 

 

 

 

Ｓ Ｎ Ｓ 型 投 資 41 47 

ロマンス（投 資） 57 50 

ロマンス（その他） 14 11 

検 挙 件 数 （ 件 ） 1 13 

 

 

 

Ｓ Ｎ Ｓ 型 投 資  1 7 

ロマンス（投 資）   

ロマンス（その他）  6 

検 挙 人 員 （ 人 ）  7 

 

 

 

Ｓ Ｎ Ｓ 型 投 資   4 

ロマンス（投 資）   

ロマンス（その他）  3 

⑦   匿名・流動型犯罪グループ対策 

匿名・流動型犯罪グループが、その匿名性・流動性を利用して、繁華街・歓楽街

における風俗関係事犯、悪質ホストクラブ事犯、オンライン上で行われる賭博事

犯、ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺を含む特殊詐欺、組織的窃盗・盗品流通事犯、悪

質リフォーム事犯等、近年、治安上の課題となっている事犯に深く関与し多様な資

金獲得活動を行っている実態を踏まえ、犯罪グループの収益構造に切り込んでい

くべく、警察では部門や罪種にこだわることなく、犯罪の実態に応じた警察の総合

力を発揮できるような新たな体制を構築した上で取締りを推進し、令和７年中の

県内の匿名・流動型犯罪グループによるとみられる資金獲得犯罪の検挙人員は 212
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人（前年比＋100 人）であった。 

主な検挙  

・スカウトグループ関係者による職業安定法違反事件 

  ・匿名・流動型犯罪グループによるものとみられる資金獲得犯罪の検挙人員  

区      分 R6 R7 

主 な 資 金 獲 得 犯 罪 66人  153人  

 詐 欺  51  59  

窃 盗 6  38  

薬 物 事 犯 7  44  

強 盗  8  

風 適 法 2  4  

主な資金獲得犯罪以外

の 資 金 獲 得 犯 罪 

43  53  

 

 

 

犯 収 法  39  39  

組 処 法 1  8  

賭 博 3   

恐 喝  6  

迷 防 法   

入 管 法   

罪 種 指 定 な し 3  6  

合 計 112  212  

 

(６)公益財団法人群馬県暴力追放運動推進センターへの活動支援  

                            決算額  3,390 千円 

 社会から暴力を追放し、「安全な暮らしの実現」を推進するため、公益財団法人

群馬県暴力追放運動推進センターに対し、積極的に各種情報を提供するとともに

活動を支援した。 

 なお、公益財団法人群馬県暴力追放運動推進センターの活動は次のとおり。 

① 普及・広報活動の推進 

  ・暴力追放広報・啓発資料の作成と配布 

  ・メディアを活用した広報・啓発活動 

  ・視聴覚教材の活用と整備 

  ・行政対象暴力対策の推進 

  ・ホームページの更新と活用 

  ・暴力追放県民大会の開催 

② 相談・支援活動の推進 

  ・暴力団員による不当な行為に関する相談への対応 

  区    分 R3 R4 R5 R6 R7 

相談受理件数（件） 70 101 93 63 81 
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    常設相談窓口（77 件） 

     ○暴追センター事務室にて相談員が対応 

    弁護士無料相談（４件） 

     ○定例相談（弁護士、相談委員対応）：毎月第２木曜日 

     ○民事介入暴力１日無料相談所（弁護士、県警、相談員対応）：年４回（伊

勢崎、高崎、太田、渋川の４市で開設） 

・少年に対する暴力団の影響を排除するための活動 

 ・暴力団から離脱する意思を有する者を助けるための活動 

  ・暴力団員による不当な行為の防止等に関する民間の自主的な組織活動の支援 

  ・不当要求情報管理機関への業務支援 

・暴力団員による不当な行為の被害者に対する見舞金の支給、民事訴訟の支援そ

の他の救済及び保護活動 

③ 調査・資料収集活動の推進 

  ・全国暴力追放運動推進センター関連の会議及び研修会での情報交換 

  ・群馬弁護士会との連携 

  ・行政機関相談窓口等との連携 

④ 表彰 

  ・暴力追放活動功労者・功労団体に対する表彰 

⑤ 普及・育成活動の推進 

  ・少年指導委員を対象とした研修会の実施 

  ・不当要求防止責任者講習の実施 

  区    分 R3 R4 R5 R6 R7 

実 施 回 数 （ 回 ） 32 32 35 31 35 

受 講 人 員 （ 人 ） 1,013 1,178 1,323 1,035 1,214 

 

(７)犯罪抑止総合対策                  決算額  20,195 千円 

 「県民生活の安全を確保するための取組の推進」を活動重点に掲げ、各事業を推

進した。 

① 犯罪防止対策の推進 

ア 「犯罪の防止と検挙に向けた警察活動」と「安全・安心なまちづくり」を両輪

とした諸対策を推進した。 

名      称 実  施  期  間 

県 民 防 犯 運 動 6 / 1 1～ 6 / 2 0 

全国地域安全運動 10/11～ 10/20 

年 末 特 別 警 戒 12/15～ 12/31 

県 民 防 犯 の 日 毎 月 1 6 日 

イ 群馬県警察公式防犯アプリ「ぐんまポリス」の運用 

    「安全・安心を実感できる群馬県の実現」に向け、県内で発生した犯罪情報、 

不審者情報、交通事故情報、特殊詐欺情報をマップで確認できる「マップ機能」
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や利用者の現在地付近の犯罪情報、不審者情報、交通事故情報を表示する「現在

地付近発生情報表示機能」、画面をタップすることで、ブザー音を鳴らしたり、

ちかん撃退の音声を鳴らすことができるほか、事前に登録したメールアドレスや

メンバーに通知したり位置情報を共有することができる「防犯ブザー、ちかん対

策機能」、指定した登録メンバーへ「いま、ここ」、「いまどこ？」等の定型メ

ッセージと位置情報を通知できる「現在地送信機能」等を備える群馬県警察公式

防犯アプリ「ぐんまポリス」の運用を令和８年３月２日から開始したことにより、

県民の防犯意識高揚に貢献した。（総インストール数：17,154 件） 

② 特殊詐欺等被害防止対策の推進 

  ・高齢者等に対する広報啓発及び訪問指導 

  ・金融機関、コンビニエンスストア、タクシー事業者等による声掛けの強化 

  ・群馬県特殊詐欺等根絶協議会等の関係機関・団体との連携強化 

  ・群馬県警察公式チャンネル及び県公式 YouTube チャンネル「tsulunos」におけ 

る啓発動画配信（総再生回数：69,140 回） 

・Ｘ（旧ツイッター）による犯行グループへの人的供給源を遮断する対策 

  ・ＪＲ高崎駅のデジタルサイネージによる犯行を断念させる動画の放映 

・国際電話や犯行利用の電話番号の発着信を遮断・警告する機能を備える警察庁 

推奨アプリの登録促進 

 

(８)サイバー犯罪対策の推進                決算額  115,004 千円 

 サイバー空間の脅威に的確に対処するため、脅威情勢の積極的な把握に努め、各部

門が横断的な連携を図り、サイバー犯罪の積極的な検挙を推進するとともに、高度・

複雑化するサイバー犯罪に対応した人的・物的基盤の強化を推進した。 

また、官民一体となり、県内の企業、経済団体、学術機関、医療機関等と締結して

いるサイバーセキュリティに関する相互協力協定に基づき、脅威情報の集約・共有、

セキュリティセミナー及び標的型メール攻撃対応訓練を実施したほか、県警察公式

ＳＮＳ等を通じて発生状況に応じたタイムリーな情報発信を実施した。 

さらに、サイバー防犯ボランティアである群馬県警察学生サイバーパトロールコ

ラボレイターによるサイバーパトロールを通じた違法・有害情報の発見・通報活動の

ほか、被害防止に関する広報啓発活動、インターネットの危険性を学習するための小

中高生を対象とした情報モラル講習会を開催するなどサイバー犯罪に対する防犯意

識の啓発高揚を図った。 

① サイバー犯罪の相談件数・検挙件数 

区      分 R3 R4 R5 R6 R7 

相 談 件 数（件）  3,411 4,118 6,714 6,321 6,159 

検 挙 件 数（件） 171 249 198 230 295 

② ＳＮＳ等に起因する事件の検挙件数・被害児童数 

区      分 R3 R4 R5 R6 R7 

検 挙 件 数（件） 24 22 34 30 32 
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区      分 R3 R4 R5 R6 R7 

被害児童数（人） 20 21 27 24 26 

  

 (９)多文化共生施策の推進                決算額    472 千円 

県内の外国人住民が増加傾向にある中、外国人住民が犯罪被害に遭うことなく、

また、地域社会において孤立することを防ぎ、一般の外国人住民を含めた県民の安

全・安心を確保するため、多文化共生施策を推進した。 

・民間通訳人等帯同による特別巡回連絡を通じた意見要望の把握や安全情報の提

供を実施した。 

・多数の外国人が居住する地域を管轄する伊勢崎警察署、太田警察署及び大泉警察

署に、外国語が話せる会計年度任用職員（国際連絡員）４名を配置し、窓口対応

における手続きの支援を実施した。 

・技能実習生、留学生等を対象とした防犯・交通講話及び交通安全教室を実施し、

多言語（ベトナム語等）に翻訳した広報啓発チラシを作成し、配布した。 

・外国人との共生イベントに出展し、警察車両や装備品の展示や多言語に翻訳し 

た広報啓発チラシを作成し、配布した。 

・関係機関・団体と協働した合同パトロール、清掃活動等を実施した。 

・「やさしい日本語」による防犯、交通安全情報等を群馬県警察公式フェイスブ 

ックページにおいて発信した。 

 

(10)公益財団法人群馬県防犯協会への活動支援        決算額   2,674 千円 

   地域住民の防犯意識の高揚や防犯対策の普及を推進するため、公益財団法人群

馬県防犯協会に対し、積極的に各種情報を提供するとともに活動を支援した。 

・県民防犯運動及び全国地域安全運動の実施 

  ・自転車盗難防止対策のための広報啓発活動（ストラップ作成：15,000 個） 

  ・新聞、テレビ、ＦＭラジオ等を活用した広報啓発活動 

  ・防犯ボランティア団体及び個人に対する表彰(防犯功労団体：８団体、防犯功労者 51 名) 

 

(11)子供・女性の安全対策 

 子供・女性の安全を確保するため、声掛け事案等に対する早期検挙、指導・警告

等の先制予防的な活動に加え、防犯アプリ等による情報発信活動、見守り活動等を

推進した。 

  ・声掛け事案の情報件数・指導警告件数・検挙件数 

区      分 R3 R4 R5 R6 R7 

情 報 件 数（件） 588 541 495 499 498 

指 導 ・ 警 告 件 数（件） 120 117 105 98 112 

検 挙 件 数（件） 12 14  8 10 13 
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(12)人身の安全を確保するための総合的な取組の推進    決算額   1,473 千円 

 ストーカー事案や配偶者からの暴力事案については、事態が急展開して重大事

件へ発展するおそれがあることから、被害者の保護を最優先に迅速・的確かつ組織

的な対応を徹底した。 

 また、児童虐待事案については児童相談所等関係機関と連携し、事案の早

期発見、早期保護、早期検挙を推進した。 

① ストーカー事案対策の推進 

区      分 R3 R4 R5 R6 R7 

相 談 等 件 数（件） 217 271 307 254 276 

警 告 件 数（件） 49 68 48 23 39 

禁 止 命 令 件 数（件） 22 24 53 43 48 

援 助 件 数（件） 176 290 375 256 287 

検 挙 件 数（件） 39 39 69 47 52 

② 配偶者からの暴力事案対策の推進 

区      分 R3 R4 R5 R6 R7 

相 談 等 件 数（件） 826 840 969 996 1,027 

援 助 件 数（件） 404 406 507 475 566 

検 挙 件 数（件） 401 315 352 292 335 

③ 児童虐待事案対策の推進 

区      分 R3 R4 R5 R6 R7 

相 談 等 件 数（件） 573 529 594 577 512 

検 挙 件 数（件）  67 45 70 51 52 

通 告 児 童 数（人） 523 625 724 668 674 

 

(13)少年非行防止活動等の推進                決算額    5,035 千円 

      少年犯罪の検挙・補導活動を実施するとともに、学校や教育委員会、少年警察ボ 

    ランティア等の関係機関・団体と連携し、少年の非行防止・健全育成活動を推進し

た。 

① 少年の検挙・補導人員 

区      分 R3 R4 R5 R6 R7 

刑 法 犯 少 年（人） 174 173 261 294 317 

触法少年(刑法犯)（人） 33 78 60 76 95 

不 良 行 為 少 年（人） 1,142 1,129 1,865 1,644 1,342 

② 刑法犯少年の再犯者率 

区      分 R3 R4 R5 R6 R7 

再 犯 者（人） 50 54 84 79 77 

初 犯 者（人） 124 119 177 215 240 

再 犯 者 率（％） 28.7 31.2 32.2 26.9 24.3 
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③ 居場所づくり活動 

区      分 R3 R4 R5 R6 R7 

実 施 回 数（回） 14 17 13 13 13 

参 加 少 年 数（人） 61 60 66 69 64 

 

(14)交通安全対策の推進                  決算額   8,916 千円 

 ① 交通事故発生状況 

 「交通安全県・群馬」の確立を目指し、関係機関・団体と連携して各種交通安全

対策を強力に推進した結果、発生件数及び負傷者数は僅かに増加したが、死者数に

ついては減少した。 

区      分 R3 R4 R5 R6 R7 

発 生 件 数（件） 10,007 9,803 10,038 9,059 9,095 

死 者 数（人） 50 47 47 49 48 

負 傷 者 数（人） 12,308 12,072 12,377 11,195 11,205 

② 交通安全運動の推進 

 交通安全に関する知識の普及、交通安全意識の高揚及び交通ルールの遵守と交

通マナーの向上を図るため、自治体、関係機関・団体等と連携し、年間を通じて四

季の交通安全運動を始めとする交通安全活動を推進した。 

区      分 実施期間 事 業 内 容 

春 の 全 国 交 通 安 全 運 動 4/6 ～ 4/15 ・実施要綱・ポスター・チラシ

等広報啓発資料の作成、配布 

・交通情報板、新聞、テレビ、

ラジオ等を活用した広報活動 

・各種交通安全教育の推進 

・関係機関・団体と連携した街 

頭指導の実施 

夏 の 県 民 交 通 安 全 運 動 7/11～ 7/20 

秋 の 全 国 交 通 安 全 運 動 9/21～ 9/30 

冬 の 県 民 交 通 安 全 運 動 12/1～12/10 

自転車のマナーアップ運動 毎月15日、5月

は自転車月間 

県 民 交 通 安 全 日 毎月 1日 

高 齢 者 交 通 安 全 日  毎月 25日  

③   交通安全教育の実施 

 交通企画課交通安全対策室が中心となって関係機関・団体と連携し、腹話術、寸

劇等を取り入れた参加・体験型と動画による視聴型の交通安全教育を幅広い世代

を対象に実施した。 

区     分 実施回数 実施人員 

幼 児     387回 19,674人 

小 学 生     702     71,868 

中 学 生     203    44,409 

高 校 生      93    26,830 

大 学 生 等      19     2,370 

高  齢  者     176     5,875 

一     般     581     50,731 
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区     分 実施回数 実施人員 

合   計    2,161回    221,757人 

対 前 年 比      ＋30     ＋9,910   

 (注) 交通安全対策室と警察署の実施した回数と人数を計上 

④ 高齢者交通事故防止対策の推進 

  ア 高齢歩行者対策 

  （ア）反射材着用促進活動 

 パトカーや事故処理車に反射材を備え、薄暮、夜間及び早朝に反射材を着用

していない高齢歩行者に対して、交通事故防止を指導しながら直接貼付する取

組を展開した（令和７年中着用件数 10,017 件）。 

  （イ）75 歳以上の高齢者に対する交通安全教育の推進 

 巡回連絡等を通じ、年齢が高くなるにつれて交通安全教育を受講する機会が

少なくなる 75 歳以上の高齢者に対する個別訪問による交通安全教育を実施し

た（令和７年中個別訪問者数 38,873 人）。 

  イ 高齢運転者対策 

  （ア）安全運転相談ダイヤルの周知 

 運転に不安を感じている高齢者及びその家族に対して、「安全運転相談ダイ

ヤル（＃８０８０）」を積極的に活用し相談してもらうよう周知した（令和７

年中 262 件受理）。 

  （イ）参加・体験型の交通安全教育 

 運転を継続する高齢者に対して、高齢者が多く集う地域の公民館等に運転適

性検査機器を搭載した専用車両で出向き、加齢による身体機能や判断力の低下

が運転操作に及ぼす影響を高齢者自身に実感してもらう参加・体験型の交通安

全教育を実施した（令和７年中 578 人）。 

⑤ 自転車交通事故防止対策の推進 

  ア ヘルメットの正しい着用に向けた取組 

 道路交通法の改正に先立ち、群馬県交通安全条例が改正（令和３年４月１日施

行）され、自転車乗車用ヘルメットの着用が努力義務化されたことから、知事部

局や県教育委員会等と連携し、交通ルール・マナーの遵守とともに、ヘルメット

着用を呼び掛けた結果、自転車乗車中の死傷者のヘルメット着用率について

は、全体で 38.0％（前年比△ 2.6 ポイント）であった。また、高校生につ

いては、43.4％（前年比△2.0 ポイント）であった。  

  イ 自転車セーフティープロジェクトの実施 

 令和３年度から県教育委員会と連携し、県下の高等学校の中からモデル校を指

定し、地域における模範校として積極的に交通安全に関する取組を行ってもらう

「自転車セーフティープロジェクト」を開始し、各モデル校の取組に対して、県

教育長と警察本部長による表彰を行い、取組の更なる活性化と高校生の交通安全

意識の高揚を図った（令和３年度２校、令和４年度８校、令和５年度７校、令和

６年度７校、令和７年度７校指定）。 
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  ウ 自転車の道路交通法違反警告書を活用した指導警告活動の強化 

 自転車利用者による交通違反に対しては、自転車の道路交通法違反警告書を活

用して積極的な指導警告を実施した（令和７年中指導警告件数 38,648 件）。 

 

(15)交通安全施設の整備及び維持管理            決算額 3,199,197 千円 

道路における交通の安全と円滑を図り、県民にとって良好な交通環境を実現する

ため、信号機の新設・改良、交通実態に即した交通規制の実施、老朽化した交通安

全施設の更新整備等を推進した。  

①   信号機の新設及び改良 

 新設道路等必要性が認められる交差点に信号機を６基新設するとともに、信号

交差点における交通事故防止及び交通の円滑化を図るため、多現示化 10 基、歩車

分離化４基、視覚障害者用付加装置 18 基、信号機電源付加装置３基及び歩行者支

援装置３基、計 38 基の信号機改良を行った。 

②   交通安全施設の更新整備  

ア 信号柱の更新 

倒壊､傾斜等を防止するため、老朽化した信号柱の更新や道路工事などの信号

機柱移設のため、信号柱 272 本を更新した。 

イ 信号制御機の更新 

老朽化による故障や誤作動を防止するため、老朽化等した信号制御機 185 基

を更新した。 

ウ 信号灯器のＬＥＤ化 

グリーンイノベーションの推進を図るため、視認性が高く、省電力かつ長寿命

であるＬＥＤ信号灯器に 3,892 灯更新し、ＣＯ₂排出量削減に寄与した。 

なお、令和９年度末に信号用電球の製造及び販売が終了となることから、計画

的に整備し、令和 10 年度までに県内全ての信号灯器のＬＥＤ化を完了させる予

定である。 

エ 摩耗した道路標示の塗り替え 

道路標示の効用を保つため、摩耗した横断歩道 1,326 か所、実線（はみ出し禁

止等）54.2 キロメートル及び図示（文字記号）1,215 個を更新した。 

③   必要性の低下した交通安全施設の撤去 

ア 信号機の撤去 

道路整備や周辺環境の変化により必要性が低下した信号機 12 基を撤去した。 

イ 道路標識の撤去 

道路環境の変化等により、必要性の低下した交通規制の廃止等を推進し、道路

標識 791 本を撤去した。 
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  ・主な事業状況 

区  分 事業量 事業費 備       考 

交 通 管 制 

 

センター  2式 

端末装置等 

38基 

   111,570千円 

   44,432 

・交通管制センター下位装置の新設 

・情報収集提供装置16基、監視用テ

レビ5基、情報収集装置17基 

信 号 機 

 

 

新設      6基 

改良     38基 

 

    55,913 

   114,190 

 

・定周期式5基、押ボタン式1基 

・多現示化10基、歩車分離化4基、視

覚障害者用付加装置18基、信号機

電源付加装置3基、歩行者支援装

置3基 

老 朽 化 等 

更 新 整 備 

 

 

信号柱 272本 

制御機 185基 

灯器 3,892灯 

   293,063 

   339,827 

   742,747 

 

・老朽柱等272本 

・老朽制御機等185基 

・ＬＥＤ化 

 車両用2,183灯、歩行者用1,709灯 

ケーブル地中化      5か所     28,234 ・安中、館林 

道 路 標 識 

 

路側式 

2,126本 

 

   245,457 

 

 

・新設236本 

・更新1,407本 

・緊急補修483本 

道 路 標 示 

 

新設・塗替    520,637 

 

 

・横断歩道1,326か所 

・実線（はみ出し禁止等）54.2km 

・図示（文字記号）1,215個 

撤 去 

 

 

信号機  12基 

標識  791本 

    26,732 

 

 

 

・信号機  

  富岡、太田、館林、沼田ほか 

・大型標識 99本 

・路側標識692本 

維 持 管 理  676,395 ・電気料、保守委託費ほか 

計 3,199,197  

 

(16)交通指導取締り及び交通事故事件捜査の推進      決算額  171,929 千円 

 ① 交通指導取締りの強化 

ア 交通事故に直結する無免許、飲酒、著しい速度超過等悪質・危険性の高い違反

の取締りはもとより、交通事故実態を分析し、かつ、地域住民の取締要望を勘案

した上で、事故多発路線を中心とした交通事故抑止につながる効果的な指導取

締りを推進し、交通秩序の確立と安全で快適な交通環境の実現に努めた。 

  イ 飲酒運転周辺者による「車両提供罪」、「酒類提供罪」及び「車両同乗罪」の

周辺三罪の取締りを強化し、飲酒運転による事故防止を図った。 

    また、無免許周辺者による「車両提供罪」及び「車両同乗罪」の周辺二罪の取

締りを強化し、無免許運転による事故防止を図った。 
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・交通違反取締状況 

区   分 R3 R4 R5 R6 R7 

無 免 許(件)    452    350   376 439 464 

飲 酒(件)    389    464   485 542 593 

速 度(件)  10,944  11,634  9,448 8,595 11,023 

携 帯 電 話(件)   5,568   3,656 2,924 2,447 2,773 

信 号(件)   6,498   4,823 4,024 3,785 3,994 

駐 停 車(件)    510    321   230 212 205 

整 備 不 良(件)    557    559   571 508 623 

シートベルト(件)   5,824   4,259 2,234 1,948 1,807 

そ の 他(件)  39,692  31,276 25,440 25,328 23,572 

合 計(件)  70,434  57,342 45,732 43,804 45,054 

② 可搬式速度違反自動取締装置を活用した速度違反取締りの強化 

  通学路や生活道路、更には地域住民から取締りの要望があった場所等を中心に、

主に通学児童等の安全を確保することを目的に、積極的かつ効果的に可搬式速度

違反自動取締装置を活用した速度違反取締りを強化した。 

 ・令和７年中の可搬式速度違反自動取締装置の運用状況 

    （運用回数）132 回 （違反件数）336 件 

③  自転車取締りの強化  

  自転車指導啓発重点地区・路線を中心に、指導警告を原則としつつ、交通

事故に直結する危険な運転行為をした場合等において、積極的な検挙措置を

講じ、自転車の関係する事故の防止を図った。  

・自転車利用者の取締状況  

区    分  R4 R5 R6 R7 

取締件数（件）   3 101 291 

 うち交通切符(件 )  2  90 273 

④ 交通事故事件捜査の徹底と被害者支援の推進 

死亡、重体等の重大事故やひき逃げ事件の捜査に当たっては、デジタル画像測量

システム等精密測定機器を活用し、初動捜査の段階から公判を見据えた綿密な現

場鑑識活動を徹底して、交通事件事故の究明を図った。 

また、遺族・被害者に対しては、事故の概要や捜査の状況についての連絡を行う

とともに、心情に配慮した被害者支援を推進した。 

  ・ひき逃げ事件発生検挙状況 

区   分 R3 R4 R5 R6 R7 

発 生 件 数 ( 件 ) 133 183 183 170 174 

 

 

 

死 亡     3    

重 傷    11 9 5 7 5 

軽 傷 122 171 178 163  169 
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区   分 R3 R4 R5 R6 R7 

検 挙 件 数 ( 件 ) 80 90 92 87 99 

 

 

 

死 亡  3    

重 傷 9 7 4 7 5 

軽 傷 71 80 88 80 94 

検  挙  率 ( ％ ) 60.2 49.2 50.3 51.2 56.9 

 

 

 

死 亡  100.0    

重 傷 81.8 77.8 80.0 100.0 100.0 

軽 傷 58.2 46.8 49.4 49.1 55.6 

 

(17)警察用航空機の活動                 決算額  269,303 千円 

 昭和 63 年４月に発隊した航空隊は、警察用航空機「あかぎ」を保有して、ヘリ

コプターの高速性能等を生かした運用に努めている。 

 航空隊は、災害その他の場合における警備実施を行うほか、警ら、訓練、遭難者

の捜索救助、事件・事故発生時の捜査活動等、その他の警察業務の支援を行うこと

を任務としており、発隊以来の総飛行時間は 14,577 時間 05 分、総飛行回数は

13,556 回となっている。このうち、災害調査等の警備用務に 987 回、捜索救助活

動には 1,991 回出動し、383 人の尊い命を救助するなど県民の期待に応えるための

活動を展開している。 

  ・警察用航空機の出動回数 

区   分 R3 R4 R5 R6 R7 

警 備 用 務（回）  20  26  45  38 23 

警ら・訓練（回） 175 181 152 111 155 

捜 索 救 助（回）  73  49  80  51 50 

捜査活動等（回）  31  31  22  24  31 

そ の 他（回）  61  77  68  61  61 

合 計（回） 360 364 367 285 320 

 

(18)山岳遭難対策の推進                 決算額   2,128 千円 

 ① 山岳遭難の発生状況 

   令和７年における群馬県内の山岳遭難発生状況は、発生件数 139 件（前年比＋

18 件）、遭難者 151 人（前年比＋16 人）であり、うち死者は 14 人（前年比＋１

人）であった。 

   このうち、谷川連峰では、令和７年中、41 件（前年比＋15 件）の山岳遭難が発

生し、沼田警察署に設置の谷川岳警備隊等が出動し、49 人（前年比＋18 人）を救

助等した。 

   また、谷川連峰以外の山岳における山岳遭難は、令和７年中、98 件（前年比＋

３件）発生し、谷川岳警備隊や群馬県警察山岳捜索救助隊及び関係警察職員等が出

動し、102 人（前年比△２人）を救助等した。 
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・群馬県内における山岳遭難発生状況 

区   分  R3  R4  R5 R6 R7 

発 生 件 数（件） 115 130 147 121 139 

死 者（人）  11  13  12  13  14 

重 傷（人）  22  25  47  29  33 

軽 傷（人）  48  45  44  37  33 

無 事（人）  52  53  56  56  70 

未 発 見（人）        1 

遭 難 者 計（人） 133 136 159 135 151 

・うち谷川岳連峰における山岳遭難発生状況  

区   分  R3  R4 R5 R6 R7 

発生件数（件）  33  26 29 26 41 

遭難者計（人）  38  29 35 31 49 

②  山岳遭難防止対策 

   県内では、険しい山岳のみならず、尾瀬等の比較的なだらかな山岳においても遭

難が発生している現状から、山岳地帯を管轄する警察署を中心に安全登山指導や

登山届の提出等の広報啓発活動及び関係機関・団体と連携した登山道や危険箇所

の点検を実施したほか、遭難者を的確に救助するための訓練や装備資機材の配備

及び警察用航空機や消防等と連携した合同訓練を実施した。 

   また、登山アプリやぐんま電子申請受付システムのほか、登山口における書面な

どにより登山届を認知して、各種山岳遭難防止活動を推進した。 

・登山計画書提出状況 

区  分 R3 R4 R5 R6 R7 

提出件数（件） 17,799 69,584 78,796 86,032 96,425 

 書面等（件） 15,700 15,047 11,583  8,848  6,738 

電子申請（件）    2,099   54,537 67,213 77,184 89,687 

  ※登山アプリによる認知件数はＲ４から計上  

 ③ 山岳遭難・救助活動用ドローンの運用 

   令和６年度より、ガバメントクラウドファンディング等を活用して導入した山

岳遭難救助活動用ドローン５機を配備し、山岳遭難に伴う行方不明者の捜索等に

おいて運用を行っている。 


